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本研究の背景と目的
１．気候変動適応研究の拡張

従来の適応研究は、農作物への影響や集中豪雨等、日本国内で生じる影響への適応に

限定。しかし、日本経済のように、国外から多くの資源や部品、食料等を輸入している国

では、国内で生じる影響のみならず、国外で生じる気候変動影響が貿易等をつうじて間接

的に企業活動や国民に及ぼす影響の回避も含めて、適応策を議論すべき。

→ 貿易、サプライチェーンが日本企業や国民の食料供給に及ぼす影響
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２．気候変動を、単なる環境問題としてではなく、国家が直面する「リスク」と捉える考え方

欧米では、気候変動を安全保障や社会経済的影響の観点から捉える動きがあった。環境

省は、2007年に「気候安全保障に関する報告書」を公表、海面上昇がＥＥＺを変える可能

性や、環境難民の発生等について言及している。ＩＰＣＣＷＧ２でも「人間安全保障」の章あ

り。 → 海外での災害支援や難民流入等について議論を始める必要性

本研究の目的
世界各地で発生した気候変動影響による当該地域での被害が、貿易等をつうじて日本の

社会経済に及ぼす影響を特定するとともに、安全保障概念で新たに認識される気候変動

リスクの検討を行い、今後の気候変動適応策及び関連施策において、日本がとるべき対

策を提言する。



【2-1801】世界の気候変動影響が日本の社会・経済活動にもたらす
リスクに関する研究

サブテーマ１ （国環研） 総括班。国外の気候変動影響に関する情報の提供。
日本企業や日本国全体が直面するリスクを分析

サブテーマ３ （農研機構）
国外の農作物収量変化が国内
食料需給に及ぼす影響

アジア地域での災害支援等、

外交・国際制度的検討
サプライチェーン等をつうじた日本企業や食料供給

に及ぼす影響

サブテーマ２ （国環研）
貿易モデルを用いて災害と
の関係を分析

サブテーマ４ （地球環境戦
略研究機関、IGES）
国の社会的脆弱性に着目した
アジアにおける地域安全保障

サブテーマ５ （茨城大学）

気候変動と安全保障に関する理
論整理（国際政治学）

サブテーマ６ （東京大学）
パリ協定での扱い等、制度的検
討（国際法学）

30年度：現状把握、日本にと
って重要な項目の洗い出し

31年度：重要な項目に関し、将
来の気候リスクを分析

32年度：予想されるリスクを
回避するための政策提言

相互

連携
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（１）「総括班：国外における気候変動影響及び関連リスクに関する
情報分析」
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担当者：亀山康子・高橋潔・肱岡靖明・岡田将誌（国立環境研究所）

役割：気候変動影響に関する情報を収集し、他サブテーマに提供。また、他サブテーマの成
果をとりまとめ、日本が直面するリスクを総合的に評価。

最終的には、課題全体として日本企業や食料供給に影響を及ぼすリスクと、気候安全保障
から見たリスクを明らかにし、適応策を提案。

2018年度+今年度７月までの研究成果と、今後の研究計画

１．業種ごとに、懸念すべきリスクの種類や、取引先国が異なることが想定されるため、その
違いを明らかにすることを目的として、文献レビューで企業が備えるべき気候変動影響に
ついて網羅した後、業種の異なる国内の主要企業１１社をヒアリングし、国外で生じる気
候変動リスクの類型化、および企業による適応策の進捗を確認。

２．世界で7000社を超える企業にアンケート調査を実施しているCDPのデータを購入し、気
候変動による物理的リスク等に関する設問への回答（9年分）を分析し、世界企業と日本
企業の特徴や、業種ごとの特徴を精査するとともに、初年度のヒアリング結果を検証。

３． サブテーマ２＆３の成果、および気候変動影響予測を合わせ、日本企業にとって貿易
やサプライチェーン等でかかわりのある国や地域での今後の気候変動影響が、日本企
業に及ぼしうる影響と、それに対して企業がとるべき行動についてまとめる。
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成果その１：海外での気候変動影響が日本企業に及ぼしうるリスク
影響の種類 想定される企業活動へのリスク
短期的な降水量の
増加による浸水等

短期的な集中豪雨、台風、ハリケーンによる資本（設備等）への損害

交通網遮断による物流停止

交通網遮断による社員の出勤困難

サプライチェーンを介在した納期の遅れ

工事期間の延長

農作地の浸水による生産量減少

海面上昇や高潮 長期的なトレンドとしての海面上昇による土地や設備の喪失

短期的な異常気象による高潮での資本（設備等）への損害

港湾が使用困難となることによる船舶での輸送遅延

渇水 降水量の減少等による工場での水使用量減少

降水量の減少等による穀物等食料品生産量の減少

乾燥による森林火災、山火事

熱ストレス 社員（労働者）の熱中症、それを防止するための休憩時間確保による労働生産性減少

社員（労働者）や製品の品質管理のための空調利用による電力消費量増加

高熱による農作物の生産量減少、長期的には栽培適地の変化

道路アスファルト等の劣化による輸送遅延

漁業資源の移動を含む気温上昇による生態系への影響

消費者の好みの変化（機会ともなりうる）

上記を原因とする経
済的コスト増、投資
リスク

新たな事業を始める際の将来リスク増加によるコスト増

保険料の増加

価格の高騰に伴う投機の発生によるさらなる価格高騰

信用の低下

研究所のＨＰ
http://www.nies.go.jp/social/jqjm1000000gjz69
-att/2-1801_hearing_201904.pdfにて報告書を
公開。

他社の回答を読み、複数の企業担当者から「
今まで気づいていなかったリスクを気づかせ
てくれた」という意見をいただいている。
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建物内の空調に必要な
エネルギーコスト増大

CDPアンケート回答データを使い、企業の業種ごとに懸念される気候リスクの違いを
明らかにした.（環境科学会誌)

原材料の
価格高騰

成果その２：気候変動リスクの業種ごとの比較分析



サブ２: 国際サプライチェーンを通じた気候
変動の国内経済活動への影響に関する研究
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本研究の目的は，各国の自然災害の発生と国際貿易の構造変化との関係
に着目し，将来の気候変動に起因する国外の自然災害が国内の経済活動
に与える影響を解析するため，気候変動シナリオと自然災害に応答する国
際貿易モデルの開発すること。そして，将来の気候変動による国際貿易へ
の影響の定量化とそれに起因する国内産業のリスク評価を目指す。

研究開発目的と目標

・貿易モデルの開発：機械学習の技法を援用し，197の国と地域間の5022品目の
貿易商品に関する輸出入量を重量ベース（t/y）で推計するモデルを開発。各国の
温室効果ガス排出量，社会的脱炭素指標，経済的脱炭素指標，気象災害発生回
数（暴風，洪水，干ばつ，森林火災，異常気温）を説明変数とし，気候変動による
国際貿易への影響を組み込む。
・ 気象災害の発生回数の仮想的倍増による貿易量の変化をモデル計算し，気象
災害に対する貿易量の不安定性を定量化。
・国内産業と国際貿易との接続：日本の生産部門，最終需要部門が直接間接的
に必要とする輸入額を5022品目レベルで推計し，気象災害に対する感度を検証。
・温室効果ガス排出将来シナリオに基づき，2050年までの貿易量変化を分析。

研究開発内容



サブ２: 国際サプライチェーンを通じた気候
変動の国内経済活動への影響に関する研究
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・日本の主要な輸入品は、気象災害
の中でも、洪水と暴風の発生によっ
て貿易量が不安定化する傾向。

・家計消費が必要とする輸入品中で
石炭、調理済み食料品、医薬品など
が洪水に影響を受ける。
・気候2℃目標では、日本の主要輸

入品の多くは、世界貿易量の減少ま
たは現状維持に向かい、より気温上
昇幅の大きいシナリオと比較すると、
相当な資源や材料の削減と高度な
物質利用が必須。

・しかし、気象災害の発生回数が増
加しなければ、災害による貿易量の
不安定化が回避でき、国内産業にと
っては、より安定的な経営計画を立
案できる機会を得る。

研究成果

表 家計消費の直接間接輸入額の大きい貿易商品とそれらの気象災害倍増による貿
易量への影響

図 日本の輸入額上位製品の気象災害倍増に対する貿易量の影響（上部）とGHG排
出シナリオ別の将来貿易量（下部）：原油（830），天然ガス（832），電子回路（4474）



サブテーマ（３）「国外の気候変動影響による食料生産変化が

日本の食料輸入に及ぼす効果に関する研究」

担当者: 櫻井 玄 (農研機構・農業環境変動研究センター)
森岡 涼子 (農研機構・農業情報研究センター)

目的: 日本が輸入している食料資源を対象とし,今後の気候変動影響が国
外の食料生産量に及ぼす影響を分析し,その結果,日本が輸入に依
存する食料供給に及ぼす効果を研究する。

気候変動に関わらず、国の安全保障にとって重要な軸として、エネル
ギー・資源・水・食料があげられるが,特に食料については日本の輸入依

存度は高く、かつ、気候変動の影響を受けやすい。本サブテーマでは主
に日本が輸入に依存する農作物 (特に,普通作物及び家畜類の飼料作
物 ) について、気候変動と生産性との関係を解析し,将来における気候

変動によるリスクを評価するとともに、そのリスクに対する適応オプショ
ンの検討を行う。解析方法しては、統計的な解析とプロセスベースモデ
ルによる解析を併用することで、幅広く多角的に解析する。

概要:



サブテーマ（３）「国外の気候変動影響による食料生産変化が

日本の食料輸入に及ぼす効果に関する研究」

気温と降水量と収量の増減率の関係

降
水

量

気温

降
水

量

気温
降

水
量

気温

降
水

量

気温

降
水

量

気温

降
水

量

気温
降

水
量

気温

降
水

量

気温

降
水

量

気温

降
水

量

気温

降
水

量

降
水

量

気温

降
水

量

気温

降
水

量

気温

RCP8.5（2050年代）の予測（分位点回帰）

a

b

c

作物輸入量における最大の潜在的減少幅

d気温

加法モデルと分位点回帰を用いて、気温と降水量が収
量の増減に及ぼす影響を解析した。特に日本が輸入に
依存する小麦・大豆・トウモロコシでは、気候変動によっ
て、輸入量減少のリスクがあることが明らかになった。



サブテーマ（３）「国外の気候変動影響による食料生産変化が

日本の食料輸入に及ぼす効果に関する研究」
RCP8.5（2050年代）の予測（分位点回帰）

RCP8.5（2050年代）の予測

果樹について、将来の収量が減
少する確率を分位点回帰で分
析した。オレンジとコーヒーにつ
いては、高い確率で収量が減少
する地域が見られた。

作物 リスク 対策

トウモロコシ アメリカにおいて減収するリスクが高
い。また、潜在的な輸入量の増減が
将来大きくなる。

各国から輸入量を均等に配分する
ことで、リスク分散。

大豆 トウモロコシと同様の傾向が見られる。 各国からの輸入量のリスク分散必
要。また、国内生産の増強必要。

小麦 トウモロコシと同様の傾向が見られる。 各国からの輸入量のリスク分散が
必要。

キウィ 気候変動に関して強い懸念材料なし。

コーヒー 日本の主な輸入対象国では気候変
動による大きな減収は予測されな
かったが、世界全体では減収が予測
される。

各国の収量変動と輸出入の動向に
ついて注視。

バナナ 気候変動に関して強い懸念材料なし。

オレンジ コーヒーと同様の傾向が見られる。 各国の収量変動と輸出入の動向に
ついて注視。

バナナ

キウィ

リスクのまとめ

a

b



サブテーマ（４）「アジア地域における気候脆弱性リスクに関する研究」
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担当者：田村堅太郎・P.V.R.K. Sivapuram,・池田まりこ・Rajib Shaw（地球環境研究戦略機関（IGES））

研究目的：アジア諸国の脆弱性と国際緊急援助への依存度の関係を示す「気候脆弱性リスク指標」や、国際緊急援助
を要請するきっかけとなる気象災害の閾値を示す「臨界閾値」の策定を通じて、気象災害に対する国際緊急援助がアジ
アの気候安全保障の強化にどのように活用できるかを検討する。また、気象災害に対し、どのような国際緊急援助が、ア
ジア地域における気候安全保障の強化に貢献しうるかを検討し、提案する。

気候脆弱性リスク指標（CFRI）の開発
• 水資源競争、極端気象、移住と国内難民、食糧価格変動、海面上昇、政策の意図しない効果、損害補償表という

7つの指標からなるCFRIを開発（図1）。
• 経済発展レベルとCFRI気候脆弱性リスクと間に強い相関関係があることも確認された（図2）。
• CFRIの高い国は、物理的な気候変動の悪影響にさらされるのに加え、気候関連災害に対する国内の救援活動能

力が低く、海外からの緊急支援への依存度が高くなることが想定される

図(4)-１アジアでの気候脆弱性インデックス



サブテーマ（４）「アジア地域における気候脆弱性リスクに関する研究」
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緊急援助要請に関する臨界閾値の開発

• 緊急援助要請に関する「臨界閾値」の概念は、ある国において気候変動の悪影響が一定の閾値を超えると、その
国は国際緊急援助を要請する、という仮説に基づく。

• この臨界閾値を把握することで、支援ニーズの性質をよりよく理解でき、また、必要とされる支援の準備を事前に
整えることが可能となる。

• 国際緊急支援額を従属変数とし、死亡者数、被災者数、損害額、GDP、ガバナンスの有効性、貧困人口比率を独
立変数として、これらの変数を主成分分析によって評価。同分析により得られた2つの主成分を用いて、国際緊急
援助に対する依存度の回帰式を作成し、国際緊急援助の臨界閾値を特定。

• それぞれの主成分の構成は、国によって異なることが明らかになった（表(4)-1）。ほとんどの場合、主成分1では
GDPと貧困が、主成分2では被災者数と死者数が共通の要因。このことは、ある国が国際緊急支援を必要とする
かどうかを決定する最も重要な要因は、その国の経済的・社会的要因であることを示唆。

表(4)-1 緊急支援要請に関する臨界閾値を決定する要因：主成分分析の結果

注：表中の % σ² は、各主成分がデータの何割を説明することができているか（寄与率）を示している



サブテーマ（４）「アジア地域における気候脆弱性リスクに関する研究」
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まとめ

• 気候脆弱性リスク指標（CFRI） が高い国は、外部からの国際緊急援助に依存する傾向がある。同
様に、低開発地域の国は高いCFRIを示した。CFRIを用いれば、このような国の行動を説明するこ
とができる。

• 臨界閾値の概念を適用することで、国際緊急支援を要請する災害レベル（強度）のみならず、国
際緊急支援を必要とするかどうかを決定する最も重要な要因を把握することが可能となり、各国
における支援ニーズの性質、適切な支援（量、種類、期間など）やその準備状況の理解を深める
ことができる。しかし、これらの閾値は過去の災害の経験に基づいて開発されたものであり、将来
の気候や災害の影響に対しても開発する必要があると考えられる。

• 臨界閾値やCFRIの開発には膨大なデータを必要とする。しかし、アジア諸国で利用可能なデータ

は限られているため、これらの概念の開発に使用できる指標は限られている。指標の数を増やす
ことで、これらの概念をより強固なものにすることが可能となる。しかし、データの制限は、ここでの
重要な考慮事項となる。

• 意思決定を強化し、緊急支援のためのより良い意思決定支援システムを構築するために、災害デ
ータベースを改善する余地は十分にある。



サブテーマ５：気候変動と安全保障概念の理論的側面に関する研究

【研究目的】

• 研究の目的：関心が高まっている気候安全保障を日本の安全保障政策の文脈に位置づける。その
成果は英文論文によって国際的に発信する。

• 研究の背景：この議論は学術研究のみならず、欧米諸国の政策文書からも確認できる。気候安全
保障の概念は、武力行使を強く制限されてきた日本の安全保障の議論の蓄積と重なる部分も多い
。しかしいまだ日本において気候変動を安全保障問題として捉える観点は一般的ではない。

• 研究の方法：①世界の気候変動と安全保障についての議論や動向を総括する。②日本の気候変動
政策を安全保障論との関連で検討する。③気候変動安全保障の政策オプションを提示する。

【主な成果】

• “Climate security and policy options in Japan”（日本における気候安全保障と政策選択）をPolitics 
and Governance : Climate Change and Security (Vol 9, Issue 4)へ投稿。現在査読中。

• 蓮井誠一郎「開発・安全保障パラダイムから脱『安全保障』へ」（2020）平井朗・横山正樹・小山英
之編著『平和学のいま: 地球・自分・未来をつなぐ見取図』（法律文化社、2020）pp. 80-94。

• 【予定】蓮井誠一郎・前田幸男「環境と批判的安全保障―気候の危機からジオ・パワーへ―」前田幸
男・南山淳編著『批判的安全保障論』（法律文化社、2021）入稿済み、今夏刊行予定。

【達成状況】

• 「目標どおりの成果をあげた」

当初設定した研究計画に沿って、学術データベースと欧米の政府文書における気候安全保障の調
査、分析をおこなった。そこで得られた知見は日本の安全保障政策の延長線上に位置づけることが
できた。これらの成果は英訳し、論文投稿にまで至ることができた。



• 学術データベースへの調査から、「気候と安全保障」をテーマとする論文が2005年ごろから
顕著に増加してきたことを確認

• 気候と安全保障に関する研究の多くは、食糧、エネルギー、環境、国家、水、人間など他の
安全保障分野と関連して議論

• 主要国における政策文書からも、気候安全保障という概念が多様な安全保障領域と結びつ
いており、ハブとして位置づけうる

• 以上より、気候安全保障論の発展がより多くの安全保障政策を統合する可能性がある

気候安全保障の概念図

climateとsecurityの研究で言及される安全保障分野

サブテーマ５：気候変動と安全保障概念の理論的側面に関する研究



 国際的動向に遅れず、環境省内で気候安全保障を論
じたことは重要な意義

 「気候安全保障」は日本にとって第2の「人間の安全保
障」（＝世界的トレンドへ）となるポテンシャル

 とりわけ、日本はアジアにおける気候安全保障の旗振
り役になれるのではないか

【政策提言】

1.気候を遠因とする紛争と紛争後の
平和構築にも対応が必要

2.気候変動による経済社会の不安定
は紛争へシームレスに影響

3.資源管理や伝統的安全保障を気候
安全保障の観点から統合調整する組
織が必要

4.気象災害を減らす適応政策の実現
のためには、統治能力の向上が重要

5.日本でも気候安全保障を国家戦略
の中核として位置づければ欧米との
連携向上

6.日本が気候安全保障へ主導的役割
を果たすことができれば、アジア、世
界での信頼醸成へ

日本の気候変動と安全保障政策の変遷

サブテーマ５：気候変動と安全保障概念の理論的側面に関する研究
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（6）国際制度による気候変動リスクへの対処方策に関する研究

気候変動枠組条約・パリ協定
（損失と損害など） G7 G20W

H
O

人の移動
（displacement）

極端現象など
による経済損
失・損害

健康リスク
食料安全保障

金融システム
の不安定化

国際的に重点的対処が必要なリスク、特に、日本にとって重要となるリス
クの同定とその対処方策・制度の実効性に関する研究

国際組織や制度を活用した気候変動リスクを抑制し、最小化する国際的
なガバナンスのあり方を研究

保険などリス
ク移転？

国際的機
構設置？

WHO強化
情報交換
いかに？

国の適応計画・適応政策や、パリ協定、G20などでの政策議論に貢献

企業の気候
変動リスク
情報開示

2018年度、2019年度 2019年度

2020年度

担当者：高村ゆかり（東京大学）

役割：気候変動枠組条約・パリ協定その他、Ｇ７等関連する国際ガバナンスにおける気候変動と安全保
障に関する制度論の研究
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人権理事会決議 決議のポイント
2008年人権理事会決議7/23 ・気候変動が「世界中の人々及び共同体に差し迫った、広範に及ぶ脅威をあたえて

いる」ことの懸念を表明

・国連人権高等弁務官事務所に対して、気候変動と人権の間の関係性についての研
究を行うことを要請

2009年人権理事会決議10/4 ・「気候変動関連の影響は、人権の効果的な享受に対して、直接または間接の一連
の影響を及ぼす」

2011年人権理事会決議18/22 ・人権の義務、基準及び原則は、気候変動分野における国際的及び国内の政策決
定を方向付け、強化する可能性を有していることを確認

2014年人権理事会決議26/27 ・開発に対する権利を含む人権の享受に対する気候変動の悪影響に対処するため、
すべての国が国際的対話と国際協力を促進する必要性を強調

2015年人権理事会決議29/15
（人権と気候変動）

・気候変動の影響と健康に対する権利に関する詳細な研究を要請

2016年人権理事会決議32/33
（人権と気候変動）

・気候変動の影響と子どもの権利に関するパネルディスカッション開催を要請

2017年人権理事会決議35/20
（人権と気候変動）

・緩やかに進行する気候変動影響及び国境を越える移民の人権の保護に関する報
告書作成（A/HRC/38/21）を国連人権高等弁務官事務所に要請

2018年人権理事会決議38/4 ・ジェンダー対応アプローチを気候変動政策に統合すると、排出削減策と適応策の実
効性を増すことになる。これについて研究を国連人権高等弁務官事務所に要請

2019年人権理事会決議42/21 ・障害者の権利が気候変動の悪影響によって不相応に影響を受けている。これにつ
いて研究を国連人権高等弁務官事務所に要請

2020年人権理事会決議44/7 ・高齢者の権利が気候変動の悪影響によって不相応に影響を受けている。これにつ
いて研究を国連人権高等弁務官事務所に要請

成果：国連人権理事会における気候変動と人権に関する決議まとめ



重点的研究対象の気候変動リスク

• 海面上昇リスク

– 海面上昇に起因して島などが喪失した場
合、領海や排他的経済水域がどうなるかな
ど海の国際ルールの検討

– 海洋境界画定、海域の資源、安全保障に
も関わり、周辺国との関係で大きな外交上
の問題となり得る

– こうした観点からは、国の気候変動影響評

価ではほとんど

検討されていない

20

※気候変動の国際制度以外の国際制度において、重点的な対処が必要と認められる気

候変動リスク、特に日本にとって重要度が高いリスクの同定と対処する制度に関する研究
を進める。

• 気候変動関連財務情報開示（TCFD）を軸とした効

果的な気候変動リスクへの対処の制度検討

– G20と金融安定理事会を軸に企業による情報開

示の取り組みが日本でも大きく進展

– 2019年3月の東洋経済のアンケートでは、上場

企業108社のほとんどが、製品・サービス供給、

原材料の調達のリスク、自然災害リスクがあると

評価

– 日本企業が何を重点リスクと評価しているか、適

切な評価手法などさらなる分析とともに、TCFDを
軸とした効果的なリスク対処の制度を検討

※人の移動など国連の重点リスクに関する情報もあわせて、東京大学HPに情報プラット
フォームを構築 https://ifi.u-tokyo.ac.jp/units/governance-for-sustainability/



最終年度のとりまとめ、各種アウトリーチ、政策貢献
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気候変動の複合的リスク（compound risk)
概念の構築

日本にとっての「複合的リスク」
をさまざまな形で発信

気候変動影響評価報告書（環境省、
2020年12月）に貢献

米国専門家の講演を含めたウェビナー
（2020年10月）140名参加。

朝日新聞GLOBE気候安全保障特集号 2021年4月
•https://globe.asahi.com/article/14325182

https://globe.asahi.com/article/14325182


環境政策への貢献

• 環境省地球環境局研究調査室の担当者と定期的に打ち合わせを行い、国の影響評価・適応策策
定に貢献できる研究成果を挙げられるよう、心がけた。

• 特に、中央環境審議会地球環境部会気候変動影響評価等小委員会では、2020年12月に公表され

た気候変動影響評価報告書作成過程において、本課題から３名が委員として参加し、本課題で得
られた知見が報告書に反映された。

• 官邸の下に設置されたパリ協定長期成長戦略懇談会、中央環境審議会（環境省）、社会資本整備
審議会、交通政策審議会（国土交通省）、科学技術・学術審議会（文部科学省）等、政府の審議会
等の委員として議論に参画し、本研究成果を基に、気候変動政策の立案に貢献した。自治体にお
いても、東京都、茨城県、鎌倉市等の環境審議会にて、本研究成果をふまえ委員として議論に参
画した。本研究成果を基に、自由民主党、自治体や業界団体・企業などにおいて、気候変動リスク
をめぐる国際動向等について意見交換や講演等を行った。国際的には、国連環境計画（UNEP）の
環境法に関するモンテビデオ計画策定交渉やアジア開発銀行Advisory Group on Climate Change 
and Sustainable Development等において参加・貢献した。
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成果の発表状況
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件数（全サブテーマ合計）

査読付き論文 14件

査読付き論文に準ずる成果 5件

その他誌上発表 22件

口頭発表（学会など） 44件

「国民との科学・技術対話」 71件

マスコミ等への公表・報道 81件

本研究に関連する受賞 1件



ご清聴ありがとうございました。
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